
  

昭和49年労働経済の分析 参考資料
1   アメリカにおけるレイオフ制度
(1)   レイオフ条項の締結

アメリカ労働省労働統計局は,1971年までに締結された労働者1,000人以上を対象とする主要労働協約
1,845(適用労働者数770万人,ただし,鉄道,航空産業および政府関係を除く)についてレイオフに関する諸規
定の調査分析を行っている(BLS,Major Collective Bargaining Agreements-Layoff,Recall and
Worksharing Procedures)。それによると,レイオフについて規定しているのは調査対象協約の8割であ
る。産業別にみると,製造業で規定しているものが多くなっている(第1表)。

労働組合は,レイオフされる者を最少限にとどめるためにレイオフに代わる措置として,新規採用の制限,
ワークシェアリング(解雇を伴わない仕事の再配分)などの規定を要求し,協約にとり入れている。次にレ
イオフをできる限り回避するために設けられている規定の内容についてみると,次のようになっている。

第1表 主要労働協約におけるレイオフ条項締結状況

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和49年 労働経済の分析



  

昭和49年労働経済の分析 参考資料
1   アメリカにおけるレイオフ制度
(2)   レイオフ回避条項

企業が生産の減少,変更などで労働力を削減する必要が生じた場合には,まず新規採用の制限を行うよう規
定している協約は35.6％である。ついでワークシェアリング24.9％,試用期間中の労働者,臨時工,パートタ
イマーなど本採用以外の労働者の整理22.0％,下請の制限18.5％,超勤の制限7.3％の順となっている(第2
表)。以上の措置を講じた後もさらに労働力を削減しなければならない時に従業員のレイオフが認められ
る。

ワークシェアリングとは,仕事量または労働時間を全労働者に分散してレイオフされる者を少なくしよう
とするものである。衣服その他の繊維製品製造業では出来高払制をとっているところが多いのでワーク
シェアリングが広く行われている。そこでは企業が生産減少を行う場合は,仕事の再配分をして労働者が
一様に仕事量を少なくする方法をとっている。また労働時間の短縮については週20～36時間で週32時間
が4分の3と多い。期間は1週間から3か月までさまざまであるが2週間または4週間とするところが多い。
例え均等に減少させる。作業量がさらに減少し,しかもそれが相当期間継続するば鉄鋼産業では,作業量が
減少した時は全従業員の労働時間を週32時間までと判断される場合はレイオフに切りかえられる。

第2表 主要労働協約におけるレイオフ回避条項の締結状況
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1   アメリカにおけるレイオフ制度
(3)   レイオフの予告

レイオフ条項を有する労働協約のうちレイオフを実施する場合,使用者の予告義務を規定している協約は
55.0％である(第3表)。

予告期間は一般に短く,4日以下が半数を占めている(第4表)。

レイオフ予告規定のある労働協約のうち約4分の1は,会社側が定められた予告期間前にレイオフ予告がで
きない場合は,その間の賃金を支払わなければならないとしている。

第3表 レイオフ予告規定

第4表 レイオフ予告期間の規定
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1   アメリカにおけるレイオフ制度
(4)   先任権

企業がレイオフを実施する際,レイオフする労働者の選定は,先任権(seni-ority)に基づいて行われている。
先任権とは勤続期間のみに基礎を置いた職場における労働者の地位で,勤続年数が長い者ほど先任権が高
くなる。レイオフにあたって先任権を認める程度には差がある。先任権のみによってレイオフ順序が決
定されている協約は,レイオフ条項のある協約の27.2％である。一方約半数弱の労働協約(44.2％)では先任
権を第1次要因として認めている。つまり先任権の高い者が残っている仕事に対する能力または適性を有
している時に限り,先任権に基づいてレイオフが行われることとなっている。そのほかでは約2割の労働協
約(19.5％)では先任権は2次的要因とみているにすぎず,他の条件が客観的に同一である場合のみ先任権が
有効に働くこととなっている。残りの協約では,支部交渉に委任するなどの規定となっている。

先任権に基づいてレイオフを行う場合,その勤続年数を比較する範囲である先任権単位(seniority unit)は
一定ポストの在籍期間についてのみ計算するというように限られている。先任権単位は同一工場内の在
籍に限る場合が最も多く,レイオフ条項のある協約の41.5％を占め,次いで同一部門内が26.1％,職種内が
19.2％であり,工場間の移動についても先任権単位の通算を認めるのは5.2％にすぎない(支部交渉に委ね
るものなどが13.2％)。

第5表 バンピング規定
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先任権の高い労働者を一層保護するものとしてバンピング(bumping)制度がある。これは,生産減少,変更
等により現在の職務が不必要となった労働者の先任権が高い場合はすぐレイオフされずに,先任権がより
低い他の労働者の職務と交替し,その労働者がレイオフされるという制度であり,約6割の労働協約に採用
されている。バンピングを行うに当たってはその多くが制限を設けている(第5表)。
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1   アメリカにおけるレイオフ制度
(5)   再雇用

レイオフされた労働者は,他によい就職口があれば就職することは自由である。景気がよくなり企業が生
産を再開し労働力を増加する場合は,原則としてレイオフした順とは逆に先任権の高い者から職場復帰で
きる。しかし,生産再開にあたっては,生産減少した時と逆の順序で生産を始めるとは限らないので,再雇用
においてはレイオフの時より職務遂行能力を重視する程度が若干高くなる。

レイオフされた場合その企業における先任権が有効に続く期間を規定してある協約は8割であり,その半数
は労働者に一律に定め,通常1～3年とする協約が多い。勤続年数により有効期間に差をつけているところ
もある(第6表)。

企業が再雇用を行う場合,その予告は通常手紙で直接労働者に通知される。労働者は再雇用の予告を受け
た時は,病気など特別の理由がない限り,2～5日以内にそれに答えて職場復帰しなければ,その企業における
先任権は消滅し,今後再雇用されなくなる。(「労働統計調査月報」昭和50年2月号『アメリカのレイオフ
制度』参照)

第6表 レイオフ期間における先任権の持続期間の規定
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2   雇用動向指標の試算

49年を通じて進行した雇用調整を契機に,経済の変動に対する雇用の動向を一元的には握するための指標
開発の要請が強まっている。そこで雇用調整をは握するための指標の作成を試みたが,雇用調整は多様な
手段により行われており,その進行速度と方向を1つの簡単な指標によって把握することは極めて困難で
あった。以下の雇用動向指標は,指標開発への1つの手がかりとして試算したものである。

雇用動向指標は,主要な労働経済指標について鉱工業生産の動き方との関連を相関分析の手法により整理
し(第1表参照),鉱工業生産の変化に先行する系列の中から新規求人など,一致して変動する系列から製造業
所定外労働時間など,遅行して変動する系列から失業率など,それぞれいくつかの指標を選び,主成分分析の
手法(注1)によってそれぞれ総合化し,雇用動向を示す先行指標,一致指標および遅行指標としてまとめたも
のである。運行系列には遅行の程度が異なる2つのグループが認められるのでこれをさらに2つに分けて
いる(第1図)。

第1図 雇用動向指標

この雇用動向指標は,新規求人,所定外労働時間など個別の指標が,観測期間中の平均的な水準にあるときは
Oの値をとり,それより高い水準にあるときはプラス,低い水準にあるときはマイナスの値をとり,プラスと
マイナスの値は,総合化に用いた個別の指標が相互に相関の高いものであるときは99.7％の確率で±3の間
に入るように代表されている。
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なお,第1図のグラフはこうして計算された指標を4四半期移動平均によって循環変動をよりはっきり表す
ように調整が行われている。

雇用動向指標はこのような性格をもつものであるから,この指標がマイナスからプラスに転じ,プラスの値
が大きくなるように変化しているとき,つまり上昇しているときは雇用情勢が好転していることを示し,下
降しているときは悪化していることを示す。

これらの雇用動向指標によって雇用調整の進行状況をみると,先行指標は,すでに48年10～12月期に変化し
始め,雇用調整が始まることを予告している。49年1～3月になると一致指標に変化が現れ,雇用調整がしだ
いに本格化していくことを示し,さらに7～9月,10～12月期になると連行指標にも変化が現れ,雇用調整が
深刻化したことを示している。

こうした先行指標,一致指標,連行指標の動き方の関連は,40年不況についても46年不況についてもほぼ同
様に認められる。

また,景気回復期に雇用が好転しているときにも同じように先行,一致,遅行の順序に現れる傾向が認められ
る。46年不況の例でいえば,先行指標はすでに46年10～12月には上昇に転じ,雇用状勢が改善に向かい始
めていることを予告しているし,47年10～12月には最も遅く動く遅行指標にも上昇傾向が現れ,雇用状勢の
好転が本格化したことを示している。

この雇用動向指標はまだ試算的なものであり,指標の選択(注2),組合せなどの点でなお検討の余地があると
同時に,より安定した関係を見出すためにより多くの観察資料を蓄積する必要がある。特に,これまでは労
働力過剰時代から不足時代に移る段階での資料であるとか,あるいは日本経済の高度成長下での資料であ
るなど,将来の分析には必ずしも適切でないなどの問題もある。しかし将来こうした問題が解決できれば,
雇用動向指標は雇用情勢がどのような段階にさしかかっているのかなどの情勢判断や,さらにはあとどれ
位で雇用情勢に変化が現れるかなどの予測にも活用できる可能性があり,さらに検討を続ける必要があろ
う。

(注1)主成分分析法は,多変量解析の一手法で,m個の変数のもつ全変動をm個より少ないk個の軸で表現
し,k個の軸の中から説明力や変数に付された係数(固有ベクトル)の符号条件などから必要な軸を選択する
方法である。

なお主成分分析の考え方と算出方法については「48年労働経済の分析」参考資料P294-295を参照のこ
と。

(注2)今回の試算では,各系列ごとに雇用動向指標の安定性を高めることを重視し,相関係数の大きいものを
機械的に選んだため,次のものが選択されている。

1) 先行指標―新規求人,製造業日雇雇用 

2) 一致指標―製造業所定外労働時間,製造業労働投入量 

3) 連行指標I―新規求職,製造業入職率 

4) 〃 II―製造業常用雇用,失業率 

なお3)の新規求職と製造業入職率,4)の製造業常用雇用と失業率はそれぞれ1期のラグをおいて用いた。

また新規求職や失業率など雇用調整の進行に伴つて増加・上昇する指標については,すべて逆サイクルに
し,鉱工業生産の方向にあわせた上で計算を行った。

第1表 鉱工業生産と主要労働経済指標の相関関係
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3   労働力需要の産業連関分析
(1)   労働力需要の産業連関分析の概要
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3   労働力需要の産業連関分析
(2)   個人消費支出の減少が労働力需要に与えた影響の試算

国民所得統計によると,わが国の個人消費支出は49年1～3月期には48年10～12月期に比べて実質の季調済
年率で約1兆9千万円(45年価格,率にして4.1％)減少した。この減少による労働力需要への影響を日本,アメ
リカおよび西ドイツについて試算すると, 第1表 のようになる。

この表における減少就業者数は,次の式により求めた。

L＝l(I-Ad)-1(C1-C2)

ただしC1は48年10～12月期の個人消費支出ベクトル,C2は49年1～3月期の個人消費支出ベクトルであ
る。アメリカと西ドイツは,lとAdについてはそれぞれの国のものを使い,C1とC2については日本のそれを
各国の通貨に換算(1ドル＝300円,1マルク＝115円)して計算した。

試算値から個人消費支出減少の影響の大きさを産業計でみると,アメリカは日本の1/3以下の影響,西ドイ
ツは日本よりやや小さい影響となっている。

第1表 個人消費支出減少の労働力需要に及ぼす影響
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3   労働力需要の産業連関分析
(3)   最終需要項目別労働力需要の試算

最終需要の中で需要量の大きい民間消費支出と国内総固定資本形成について,その需要が各部門均等に1割
(民間消費は約3.7兆円,資本形成は約2,6兆円)減少した場合に減少する労働力需要を試算してみると,第2
表のとおりである。

昭和45年産業連関表によれば,このような需要の減少があった場合の生産誘発額の減少は,全産業の国内生
産額に対する比率で民間消費支出が4.03％国内総固定資本形成が3.59％の減少となる。

この表で就業者に及ぼす影響を全就業者に対する比率でみると,民間消費支出が5.47％減,国内総固定資本
形成が2.55％減となり,民間消費支出では生産よりも就業者の減少比率が大きく,国内総固定資本形成では
逆にこれが小さくなっている。これは民間消費支出に関連する産業が国内総固定資本形成のそれより労
働生産性が相対的に低いことによる。

産業別に影響の程度をみると,民間消費支出では食品工業,農林水産業などにおいて影響が大きく,国内総固
定資本形成では建設業において影響が大きいほか,窯業・土石,鉱業などが比較的大きな影響を受ける。

特に,第3次産業に焦点をあてて民間消費支出と国内総固定資本形成に誘発される労働力需要を試算してみ
ると,第3表のようになる。

試算結果によると,国内総資本形成に依存する度合いの大きい産業が,土木建築サービス,業務用物品賃貸業
および人文科学研究機関(民間)など若干部門に限られ,民間消費支出に依存する部門は広範囲に及んでい
る。

なお,第3次産業以外では部門分類のくくりが大きいため,精度が悪く利用には注意を要する。

第2表 民間消費支出と国内総固定資本形成の1割減少による労働力需要への影響
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第3表 民間消費支出と国内総固定資本形成に誘発される就業者数
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(注) 1) 軽工業は,食料,繊維,木材,家具,パルプ・紙,出版・印刷および皮革,重化学工業は,ゴム,化学,石
油・石炭,窯業・土石,鉄鋼,非鉄,金属,機械およびその他の製造業に区分した。 

2) 需要1兆円当たりの就業者数とは,部門別の需要構成が45年と同じである総額1兆円の需要に誘発
される就業者数である。 

3) 資料出所は後注。 
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3   労働力需要の産業連関分析
(4)   製造業主要産業における減産が労働力需要に与える影響の試算

繊維,鉄鋼,電機および自動車の4産業において,生産が1割減少した場合の労働力需要に与える影響を日本,
アメリカおよび西ドイツの3か国について試算したのが第4表である。減少就業者数の試算は次式によっ
た。

試算結果を各国別にみると,日本では電機と繊維が,アメリカでは電機,次いで自動車が,西ドイツでは電機,
次いで自動車と鉄鋼がそれぞれ大きな影響を与えている。電機は各国ともに減産額が大きいことおよび
他の産業に比べ電機の労働生産性の低いことが影響を大きくしているとみられる。日本の繊維について
は,繊維および関連産業である農林水産業での労働生産性が低いことによると思われる。

また,他産業に比較的大きな影響を与える産業は,日本では繊維,アメリカでは自動車そして西ドイツでは電
機となっている。

第4表 主要4産業の1割減産による労働力需要への影響
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第5表 軽工業と重化学工業の労働力需要

昭和49年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和49年 労働経済の分析



  

昭和49年労働経済の分析 参考資料
3   労働力需要の産業連関分析
(5)   重化学工業部門と軽工業部門の労働力需要

製造業を軽工業と重化学工業に分けて,それぞれが誘発する労働力需要を第3次産業中心に試算してみる
と,第5表のようになる。

これによると,第3次産業は電力,卸売業,事業所サービス関係業種を中心に重化学工業の生産に依存する度
合の高いことが示されている。また1兆円当たりでみると,小売業,道路輸送,倉庫およびその他事業所サー
ビスを中心に軽工業の就業誘発効果は重化学工業より大きい。

資料出所

1)日 本 昭和45年産業連関表および同表の雇用表による。部門数については,第1表と第4表は60部門,
第2表は70部門そして第3表と第5表は44部門である。60部門は昭和45年産業連関表の60部門表によ
り,70部門と44部門は分析に適するように基本表を新たに統合したものである。 

2)アメリカ 1967年87部門産業連関表,Survey of Current Business 1974.2による。1970年の就業者,
生産額はMonthly Labor Review.1974.3“Industrial Use of Petroleum”による。 

3)西ドイツ 1970年60部門産業連関表,Wirtschaft und Statistik1974.3による。就業者は“XI
Unternehmen und Arbeitsstatten”Sta-tistisch Jahrbuch 1973による。 
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4   昭和60年の労働力需給の推計
(1)   昭和60年の労働力人口の推計(I)

男女別,年齢階級別に労働力率を過去の傾向を延長して推計し,厚生省人口問題研究所発表の年齢別人口を
用いて,昭和60年の労働力人口を推計すると第1表のとおりである。

第1表 昭和60年の労働力率と労働力人口

労働力率の推計式は,経済社会基本計画(計画期間昭和48～52年度)の策定に用いられた推計式を最新時点
までの資料を追加して改算したものによった。それらは以下のとおりである。
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昭和60年の各説明変数の値は,産業構造審議会の答申を基礎として,次のように想定した。
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4   昭和60年の労働力需給の推計
(2)   昭和60年の労働力人口の推計(II)

昭和60年において55歳以上の高齢者の労働力率がアメリカと同じになったとした場合の労働力人ロは,第
2表のとおりである。

第2表 高齢労働力率が低下した労働力人口

なお,55歳以上の労働力率は,男子の55～64歳を78.3％,65歳以上を22.8％,女子の55～64歳を41.1％,65歳
以上を8.9％とし,54歳以下については第1表の労働力率を使用した。ただし,女子の40～54歳労働力率を
64.0％とした。
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4   昭和60年の労働力需給の推計
(3)   昭和60年の労働力需要量の推計

労働力需要に最も大きな影響を与えるとみられる経済成長率(生産額の伸び)については産業構造審議会の
答申(6％)を前提とし,成長パターンを第2次産業中心に成長した場合(ケースI)と第3次産業中心に成長した
場合(ケースII)の2つのケースについて試算した。

ケースの設定は,ケースIにおいて第2次産業と第3次産業の粗資本ストックの伸びの比率を過去と同じと
し,ケースIIにおいて第3次産業の粗資本ストックの伸びを第2次産業より相対的に高めた。

粗資本ストックの伸びと生産額の伸びおよび粗資本ストックの伸びと就業者の伸びの関係を以下のとお
りとした。

粗資本ストックの伸びは,

粗資本ストックの伸び＝生産額の伸び＋資本係数の伸び……………(1)

粗資本ストックの伸び＝就業者の伸び＋資本装備率の伸び…………(2)

の2通りに分解される。

(1)式において,今後の資本収益の悪化を見込み,第2次産業,第3次産業の資本係数の伸びを1.9％とした。ま
た,(2)式においては今後の資本の省力化を見込み,下の3式のαの値を第2次産業で0.85,第3次産業で0.8と
した。

資本装備率の伸び＝α×粗資本ストックの伸び………………………(3)

第3表は昭和35～45年の成長実績であり,第4表は上記推計方法による成長パターン別の試算結果である。
第5表は試算結果による昭和60年における就業者数とその産業別構成比である。

第3表 昭和35～45年の成長実績

昭和49年 労働経済の分析



第4表 成長パターン別の試算結果

第5表 昭和60年における就業者需要と構成比

昭和49年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和49年 労働経済の分析



  

昭和49年労働経済の分析 参考資料
5   賃金・物価関数等の推計
(1)   賃金関数の推計等
1)   賃金関数の計測

1) 賃金(春季賃上げ率)関数I式は,消費者物価(個人消費支出デフレーター)上昇率,労働力の需給関係
を示す有効求人倍率,企業の支払能力を示す在庫調整前の国民所得に占める法人所得の割合を説明変
数とし,35年から49年までの年平均データにより推計式を作成した。 

2) 賃金関数II式は,賃金関数I式と説明変数は同じであるが,データを毎年春闘直前の1～3月期でと
り,35年～49年期間で推計した。ちなみにこの推計式により,48年,49年の賃上げ率を予測してみる
と,21.1％(実績値20.1％)と,31.2％(同32.9％)となる。 
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5   賃金・物価関数等の推計
(1)   賃金関数の推計等
2)   賃金,物価の誘導型関数の推計

1) 賃金と物価は,複雑な経済構造を示す多くの関数式の相互関係において決定されるものであるが,
ここでは賃金関数I式と下記消費者物価I式との2式で誘導型関数(賃金と物価を未知変数とした2元連
立方程式を解くこと)を作成する。

2) 誘導型関数によると,賃金についても消費者物価についても有効求人倍率と卸売物価の動向の影
響を大きく受けていたことがわかる。

有効求人倍率が1だとそれだけで賃金を11％弱,消費者物価を5％押しあげ,卸売物価については上昇
率の約5割が賃金,消費者物価を押し上げることとなる。 
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5   賃金・物価関数等の推計
(2)   物価関数の推計等
1)   卸売物価関数の計測等

1) 卸売物価の変動を,輸入原材料価格,賃金コスト,製品在庫率およびそれまでの物価の上昇すう勢の
4つの要因を説明変数とし,40年以降の4半期別時系列データで計測すると次のような結果が得られ
た。 

2) 40年から石油ショック以前の48年7～9月期までのデータで計測した推計式は(卸売物価I式),推計
誤差も0.45と小さく自由度修正済の重相関係数も0.997と高く,過去の物価変動についてこの式の説
明力はかなり高い。しかし,この式では石油ショック以後の卸売物価の変動を説明することはできな
い( 本文第62図参照 )。 

3) これは石油ショックから49年10～12月期までの物価の高騰,沈静化の激変過程では,市場の需給関
係がモノ不足や売惜しみ,買急ぎにより,ここで使用している製品在庫率で示されている以上に変動
したためとみられるので,日本銀行「短期経済観測」により企業の製品需給判断要素を加えて製品在
庫率を修正し(それまではほぼ同じ動きを見せていた製品在庫率と需給判断とのかい離が特に大きく
なった狂乱時のピークに当たる48年IV期と49期I期について,47年III期から48年I期にかけての両者の
傾向を延長して修正した),卸売物価関数を計測すると(卸売物価II式),48年以降についても説明力が高
くなる。 
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5   賃金・物価関数等の推計
(2)   物価関数の推計等
2)   消費者物価関数の計測

1) 消費者物価(個人消費支出デフレーター)の変動は,国民経済レベルの賃金コスト(1人当たり雇用者
所得÷就業者1人当たり実質国民総生産),公共料金,個人消費支出,前期卸売物価(民間在庫残高デフ
レーター)を説明要因とし,40年から49年までの4半期データで推計したが,推定誤差も小さく,自由度
修正済重相関係数も大きく,式としての説明力が高い。 

2) 消費者物価も48年から49年にかけては変動が大きかったが卸売物価ほどではなかったこと,およ
び石油ショック以前でも年率5～6％で上昇していたこともあつて,この時期についても説明力を有し
ているものとみられる。 
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5   賃金・物価関数等の推計
(3)   産業別物価関数の計測について
1)   分析方法等の概要

分析は,主として日本銀行のデータ(産業別の35年度上期から48年度下期までの時系列データ)を使用し,卸
売物価の変動を財市場における需給関係を示す変数やコスト要因を示す変数でどの程度説明できるかな
どを重回帰分析で卸売物価関数を計測して行った。

(イ) 物価関数のタイプ

1) P＝f(D・S-GAP) 

2) P＝f(D・S-GAP,COST) 

3) P＝f(COST) 

(ロ)記号,データの出所などの説明

P：卸売物価(日本銀行)D・S-GAP：市場の需給関係を示す変数

(イ) Js：在庫率＝在庫指数÷出荷指数(通産省「通産統計」) 

(ロ) Ie：稼動率＝生産指数÷生産能力指数( 〃 ) 

(ハ) DM：ダミー変数(物価狂乱時の売惜しみ,買急ぎなどにより(イ),(ロ)の需給関係を示す代理指標
に現れている以上に需給がひつ迫していた状況を示す変数。48年度下期のみ1,他はO)COST：コス
ト要因を示す変数 

(イ) Mc：原材料コスト＝材料費÷実質ベースの純売上高(日銀「主要企業経営分析」)ただし,産業計
の場合は輸入生産財価格によった。 

(ロ) Wc：賃金コスト＝労務費÷実質ベースの純売上高(日銀「主要企業経営分析」)ただし,産業計の
場合は製造業賃金コスト(賃金×雇用÷生産)によった。 

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和49年 労働経済の分析



  

昭和49年労働経済の分析 参考資料
5   賃金・物価関数等の推計
(3)   産業別物価関数の計測について
2)   分析結果の概要

(産業計の物価関数)

1) 40年以降の4半期ベースのデータを使い,卸売物価の変動を需給関係を示す在庫率の変動で説明す
る式を検討すると,在庫率のt-値も大きいし,式の説明力もかなり高く,需給要因だけで卸売物価の変
動を説明できる(卸売物価III式)。 

2) また,コスト要因も含めた説明要因で卸売物価の変動を説明する卸売物価II式においても,在庫率の
t-値は,最も高くなっている。 

3) しかし,コスト要因である輸入生産財価格,賃金コストおよび両者だけで卸売物価の変動を説明す
る卸売物価IV,V,VI式の場合は,賃金コストはいずれの場合も有意ではないし,輸入生産財価格のt-値も
在庫率に比べるとかなり小さいし,説明力も卸売物価III式に比べて小さい。

4) したがって,マクロ・ベースでみた場合,わが国の価格は,需給決定型の性格をもっているといえ
る。
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(産業別物価関数) 

5) 需給要因のパラメータの有意性(t-値),式の推定誤差,説明力などから総合的に判断すると,14業種
中の12業種については需給要因の影響が特に強く,おおむねわが国の価格形成が市場の需給関係を通
じて行われていることが推定される。 

6) 卸売物価の変動を,コスト要因を除いた需給要因だけで説明する式をつくり検討すると,需給要因
の有意性(t-値が大きいこと)は14業種中10業種でかなり高く(t一値が1.7より大きいものを有意とし
た),残りの4業種についてもt-値は1以下のものはない。

また,式自体の説明力についても有意なもの(自由度修正済重相関係数が0.95以上で推定誤差が3以
下)が14業種中の10業種あり,残りの4業種も自由度修正済の重相関係数は,ほぼ0.9以上になってい
る。 

7) 上記の需給要因のみで卸売物価の変動を説明する式と,これにコスト要因も追加して計測した物
価関数とを比較してみると,前者の説明力が後者のそれをかなり下回るとみられるのは3業種だけで,
他の11業種についてはほぼ同じ程度の説明力を有しているとみられ,コスト要因の有無にかかわら
ず,需給要因が有意であることに変わりはないといえる。

一方,コスト要因のみで卸売物価の変動を説明する式の場合,はっきりと有意といえるものは5業種と
少なく,コスト要因のみでは物価の変動を説明しきれない。 

8) 以上から総合的に判断すると,需給要因の影響がかなり強いといえる(第1表)。 

9) 各産業ごとの代表的な物価関数は第2表のとおりであり,ほとんどの業種が需給要因の影響で価格
が決定される傾向が強いが,「食料品」および「非鉄金属」の両業種のみは,価格が不安定な海外原
材料への依存度が高い面もあって,コスト要因のみでもかなり説明できるという結果となっている。

第1表 産業別物価決定要因などの有意性の比較表
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第2表 産業別物価決定式一覧表
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5   賃金・物価関数等の推計
(4)   分析に使用したデータ

1) 賃金関数基礎データ

2) 卸売物価関数基礎データ
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3) 消費者物価関数基礎データ
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6   勤労者意識の多変量解析

勤労者福祉の問題を検討する場合,勤労者が何に期待や不満をもち,またどのような生活見通しをたててい
るかなど勤労者の意識面の動きを的確に把握することが極めて重要である。そのための資料は必ずしも
十分とはいえないが,「労働者福祉総合調査」(労働省49年9月)などにより,勤労者意識の構造を解析する
ことも1つの有効な方法である。

「労働者福祉総合調査」は,全国の勤労者約4万6千人(企業規模10人以上の民営事業所約3,900)について職
場の内外の生活に関する実態および意識を総合的に調査したものであり,これによる勤労者の意識を生活,
労働の実態の関連の下に把握することができる。

勤労者の総合的生活満足度,すなわち,職場生活,生活環境,資産,余暇生活を総合した生活全般についての満
足,不満の状況をみると,満足している者が4割,不満を訴える者が5割と不満層が満足層をやや上回ってい
る。

年齢別にみると,年齢が高くなるにつれて満足している者の割合が高くなっている。

これらの満足,不満は,勤労者の欲求水準や生活実態などの諸条件と関連しており,それらを明らかにするに
は,一般にはこれらの条件と満足度のクロス集計結果が用いられる。しかし,種々の条件を一度にクロスさ
せることは,サンプル数の制約や結果表の読取りの不便さなどからみて効果的といえない。そのため,各種
の計量的手法を用いた多変量解析法が試みられている。

本文に用いたA.I.D.分析(Automatic Interaction Detector)は勤労者の総合的生活に対する満足,不満のグ
ループを勤労者のおかれた条件(給与,貯蓄など)によって分割することにより,満足の程度を段階的に区分
していく方法である。

その計算方法としてはサンプルをまず1つの説明変数(例えば給与額階級〉で2分割し,その2分割されたグ
ループ間における外的基準(満足＝1,不満＝0)に関する分散が最大になるような分割を行う。同様に他の
説明変数についても分割を行った結果,最も分割が適切に行われた(グループ間分散が最大になる説明変数
による。)分割結果を第1次のグループの区分として採用し,以下,順次同じ手順を繰り返し,一定の条件(最
小サンプル数など)に達するまで分割を続ける。その結果満足度の高いグループから低いグループへ区分
が行われることになる。

第1表 A.I.D.分析による総合的生活満足度別グループ区分
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第1表の計算結果(男子年齢45～59歳層)によれば,総合的生活満足度の最も高い第1グループから最も低い
第51グループまでに勤労者が区分され,満足度の最も高い層は貯蓄額が高く(100万円以上),すまいが広く
(1人当たり畳数6畳以上),給与水準が高く(18万円以上),休日の余暇時間が多い(6時間以上)などの条件を満
たしている層であることが示されている。一方,満足度の最も低い層は,貯蓄額が低く(100万円未満),すま
いが狭く(4畳未満),通勤時間が長く(片道45分以上),都市に居住する層となっている。これらの区分に際
し,説明変数の順位に意味があることに注意すべきであり,例えば,すまいの広さ(1人当たり畳数)が6畳以上
でも貯蓄額が100万円未満の層は,貯蓄額100万円以上で6畳未満の層よりも満足度が低いことになる。
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7   貯蓄目的の国際比較

わが国は欧米諸国に比べると従来から国民の貯蓄性向が高いが,49年には物価高騰の中でさらに貯蓄率が
高まる動きがみられた。今後控え目な経済成長への移行に伴って貯蓄動向がどのように変化していくか
を検討するためには,欧米諸国との貯蓄目的の違い,その背景を把握することが必要であり,ここでは以下の
ような国際比較を試みた。

わが国においては,これまでも所得,資産水準の低さや公的制度の状況などを背景に「不時に備える」とい
う目的が中心になっていたが,49年には物価高騰に伴い,その割合が一段と高まっている。

貯蓄目的をアメリカ,西ドイツと比較してみると,1)わが国と西ドイツは,「不時の備え」が最も多いこと,2)
アメリカでは「不時の備え」よりも「老後の備え」が多いこと,3)「子供の教育」が日本,アメリカはかな
り高いが西ドイツは低いこと,などが特徴となっている(第1図)。

第1図 アメリカおよび西ドイツの主な貯蓄目的
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わが国および西ドイツにおいて主要な目的となっている「不時の備え」は低所得層に多くみられる貯蓄
目的であり,所得資産の水準や公的制度の整備状況,それに対する信頼の度合いなどを反映するものといえ
よう。アメリカにおいて「老後の備え」が多いことは,所得,資産水準がわが国や西ドイツよりも高いこと
を背景として,老後の年金制度の保障を補うため,貯蓄により老後生活に備えるという態度を示している。
アメリカにおける公的年金の給付率は,1972年において全民間産業の男子単身者65歳で退職前年間賃金の
32％,男子有配偶者65歳で48％となっている。これに民間退職年金(適用者は非農業民間労働力人口の約
半数)の給付が加わるが,その給付率は1969年で約21％,72年の主要企業の例で26～32％程度となってい
る。つまり公的年金と民間退職年金とあわせると退職前賃金の約6～7割が得られることになる。しかし
民間退職年金の非適用者あるいは必要勤務年数を満たさない者にとっては,かなり給付率が低くなる。

わが国の年金給付水準は48年の改正により年金額の大幅引上げと物価スライド制が導入され,改善が進め
られているが,本格的な受給が開始されるにはまだ間がある。そのため,今後においても老後の生活に備え
るための貯蓄性向は,なおかなり高くなることも考えられるが,年金制度の一段の充実が進むことにより低
下していく可能性もあると思われる。

アメリカの貯蓄目的のうち子供の教育をあげる者の割合が,日本と同様に西ドイツより高いことは,進学率
の高さに関係していると思われる。勤労者の平均就学年数はアメリカ,イギリス,日本が高いが,アメリカは
特に高等教育の在学率が各国に比べて著しく高く,また,高等教育を受けるための個人の経費負担が比較的
大きいと考えられる。わが国においても教育の普及度が高まると同時に,教育費の上昇,特に私立大学の入
学金,施設費など入学時の負担が増大していることなどが貯蓄の必要性を高めていると思われる。

第1表 貯蓄目的別の世帯割合
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第2表 西ドイツにおける貯蓄目的
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第3表 アメリカにおける貯蓄目的

昭和49年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和49年 労働経済の分析




